
ルクセンブルク月報【２０２３年２月】 

 

在ルクセンブルク日本大使館 

２０２３年２月の当地公開情報は以下のとおり。 

 

１ 内政 

●キリスト教社会党の首相候補にフリーデン・ルクセンブルク商工会議所会頭指名（１日付

当地各紙及び２日付ルクセンブルク商工会議所コミュニケ） 

 １日、キリスト教社会党（ＣＳＶ）の全国評議会において、フリーデン・ルクセンブルク

商工会議所会頭が国民議会選挙の首相候補（top candidate）に指名された。２日、同会頭は、

商工会議所の政治的中立性を維持するため、同職務から正式に辞任した。今回の辞任を受け

て、２０２４年４月にフリーデン元会頭の任期が満了するまで、エルンスター（Fernand 

Ernster）ルクセンブルク商工会議所副会頭が務めることが全会一致で決定された。 

 

●ＷＨＯの研究：ＥＵ及び英国におけるルクセンブルクの超過死亡率は最低（１０日付デラ

ーノ紙） 

科学誌ネイチャーに掲載された世界保健機関（ＷＨＯ）の論文によれば、ルクセンブルク

は、２０２０年及び２０２２年の新型コロナ・パンデミック時、ＥＵ及び英国内で超過死亡

率が最も低かった。大規模検査戦略によって疫学的分析、モデル化、予測が可能になり、公

衆衛生対策が改善されたことが功を奏したと考えられる。 

 

２ 外政 

●トルコ・シリア地震被害支援（政府コミュニケ等） 

 当国は、６日に発生したトルコ及びシリアにおける地震被害に対し、情報通信技術専門家

等の派遣に加え、緊急資金援助として被災地にて活動するパートナーに対し、約１００万ユ

ーロを拠出予定である。更に移動型衛星通信設備「emergency.lu」が２台提供された。 

 

●ベッテル首相のＥＵ理事会出席（１０日付政府コミュニケ） 

 ９日及び１０日、ベッテル首相は臨時ＥＵ理事会に出席し、ウクライナ戦争、ＥＵの経済

状況、欧州の移民政策について議論した。９日、ゼレンスキー・ウクライナ大統領との多国

間会談において同首相は改めてウクライナに対する支援の継続を強調した。 

 

●マリン・フィンランド首相による当国訪問（１０日付政府コミュニケ） 

 １０日、マリン・フィンランド首相が当国を訪問し、ベッテル首相と二国間会談を実施し

た。ベッテル首相は、フィンランドのＮＡＴＯ加盟への支持を改めて表明し、同国との関係

強化の重要性を強調した。マリン首相は、両国が共通の欧州的価値を共有していると述べた。 



 

●バウシュ副首相兼防衛相のＮＡＴＯ国防相会合出席及び２つの意向書への署名（１５日付

政府コミュニケ） 

 １３日及び１４日、バウシュ副首相兼防衛相はＮＡＴＯ国防相会合及びウクライナ防衛

コンタクトグループ会合に出席し、ウクライナ支援のため、約９０００万ユーロ等を拠出し

た旨発言した。また同大臣は、ＮＡＴＯ次期哨戒管制（ＡＦＳＣ）及び宇宙からの広域監視

イニシアチブ（ＡＰＳＳ）に関する意向書に署名した。 

 

●バウシュ副首相兼防衛相による中軌道グローバル・サービス・プログラム発表（２３日付

政府コミュニケ） 

 ２３日、バウシュ副首相兼防衛相は、国民議会に対し、中軌道グローバルサービス（ＭＧ

Ｓ）計画に関する法案を提出した。同法案は、ＳＥＳ社が開発したＯ３ｂｍＰＯＷＥＲコン

ステレーションの衛星通信機能等を防衛局が取得・運用することを許可するものであり、総

予算は１０年間で１億９５００万ユーロに達する。 

 

 

３ 経済・金融 

○統計 

●２０２３年１月のインフレ率は、年率４．８３％（前月５．３７％、前年同月３．５８％）

（２月１０日付国立統計経済研究所（ＳＴＡＴＥＣ）プレスリリースより消費者物価指数

（ＩＰＣＮ）） 

●２０２３年１月の失業率は４．９％（前月４．８％、前年同月４．９％）（２月２０日付

国立統計経済研究所（ＳＴＡＴＥＣ）） 

 

●ファイヨ協力・人道支援相、３つの開発枠組み協定の更新契約に署名（２日付政府コミュ

ニケ） 

２日、ファイヨ協力・人道支援相は、３つの非政府開発組織（ＯＮＧＤ）、すなわちルク

センブルク赤十字国際援助部門、ハンディキャップ・インターナショナル・ルクセンブルク、

フレール・デ・オムとの開発枠組み協定の更新契約に署名した。今回締結された協定によっ

て、外務省は同団体に対して、２０２３年から２０２７年の間に総額約２，８００万ユーロ

を拠出する。 

 

●１月の天然ガス及び電気の消費量削減（２日付政府コミュニケ） 

 １月、天然ガス消費の削減量は、２０１７年から２０２２年の基準期間と比較して約２５．

５％に相当した。また電力消費量も２０２２年６月以降減少を続けており、２０２３年１月

には２０１７年から２０２２年の基準期間と比較して▲９．５６％の減少を記録した。 



 

●バッケス財相の韓国金融ミッション（８日付政府コミュニケ） 

５日から８日まで、バッケス財相は金融ミッションで韓国を訪問し、チュ・ギョンホ副首

相兼企画財政部長官、韓国金融投資協会（ＫＯＦＩＡ）や韓国銀行連合会（ＫＦＢ）と会談

を行った。同財相は、今後の同国への大使館設置に伴い、「外交関係樹立６０周年を迎えた

韓国との更なる関係性の強化を期待する。韓国で流通する外国資金の約８５％は当国から

流入しており、韓国は当国の金融センターにとって大きな可能性を秘めた市場である。」と

述べた。 

 

●当国とデンマーク間で締結されたエネルギー移行加速協力協定の承認（８日付政府コミュ

ニケ） 

８日、国民議会は、ＥＵ再生可能エネルギー指令（ＲＥＤ）２０１８／２００１（当館注：

総エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合に関する目標を設定する指令）の目

標達成のため、ルクセンブルク・デンマーク間で締結されたエネルギー移行加速協力協定を

承認した。ＲＥＤは、加盟国に対し、各国の再生可能エネルギー目標を達成するため、（目

標に対して余力のある）国から（目標値に達しない）別の国へ一定量の再生可能エネルギー

を移転する協力メカニズムを認めている。このメカニズムでは、エネルギーの物理的な移転

は行われず、電力の「統計上の移転」のみが実施される。 

２０２１年から２０２５年にかけて、（当国が目標値を達成するために必要となる各年の

統計的必要値に基づき）３３１２万ユーロから６６２４万ユーロの範囲でデンマークに送

金される資金は、北海におけるエネルギー島計画への出資や洋上風力発電、グリーン水素等

の再生可能エネルギー事業に投資される。 

 

●バッケス財相のシンガポール金融ミッション（１０日付政府コミュニケ） 

 ９日から１０日まで、バッケス財相は金融ミッションを率いてシンガポールを訪問し、ウ

ォン副首相兼財務大臣らと会談した。９０％以上を金融サービスが占める両国間のサービ

ス貿易は、近年著しく増加している。更にシンガポールで販売されている外国籍ファンドの

約６０％が当国のファンドである。バッケス財相は、「主要な国際金融センターとして、両

国は、世界の低炭素経済への移行を支援するために力を合わせることができる。」と述べた。 

 

●１日のインデックス指数の調整（１０日付政府コミュニケ） 

１月の全国消費者物価指数（ＩＰＣＮ）結果の公表及び２月１０日のインデックス委員会

月例会議によって確認されたインデックス化発動を受けて、２月１日より基準となるイン

デックス指数は、８９８．９３ポイントに調整された。 

 

●アルセロール・ミタル社本社を国が共同所有（１８日付政府コミュニケ） 



 ルクセンブルクは、鉄鋼大手アルセロール・ミタル社本社の共同所有を決定し、予算及び

法案を作成した。鉄とガラスでできた６万１０００平方メートルの新ビル「Ｋ２２」に、ど

の政府機関が入居するかは、現時点では不明である。竣工は２０２４年の見込みであり、最

終的な費用は少なくとも５億ユーロになると予測されている。 

 

●ルクセンブルク金融センター開発機関（ＬＦＦ）の１５周年記念イベント開催（２１日付

デラーノ紙） 

 ２０日、ギヨーム皇太子殿下、ベッテル首相、バッケス財相、ファイヨ経済相等の列席の

下、ＬＦＦの１５周年記念イベントが開催され、ベッテル首相はスピーチの中で当国におけ

る金融セクターの貢献について述べた。 

 

●当国による３０億ユーロの債券発行（２３日付政府コミュニケ） 

当国は金利を含む今後の市場動向を見越し、流動性バッファを確保するため、３０億ユー

ロの債券発行を成功裏に終えた。当該債権発行は、２０１３年の２０億ユーロの債券償還に

向けた資金調達のためであり、本年７月の償還後、公的債務残高は１９９億ユーロ（対ＧＤ

Ｐ比２４％）程度に減少する。 

 

●当国及びフィンランドによるＥＵの新しい再生可能エネルギー資金調達メカニズム（ＲＥ

ＦＭ）参加（２７日付政府コミュニケ） 

２７日、トーマス・エネルギー相は、ＥＵエネルギー相非公式会合に参加した。同会合に

おいて欧州委員会は、当国とフィンランドによるＥＵの新しい再生可能エネルギー資金調

達メカニズム（ＲＥＦＭ）への参加を発表した。当国は「貢献国」として同メカニズムに４，

０００万ユーロを自主的に拠出する。フィンランドは「ホスト国」として自国内にある総発

電容量４００メガワットまでの太陽光発電事業を同メカニズムに参加させる。 

 


